
第７章

未来（あす）を見つめたまちづくり



項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

92千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0.25

会年職
員等

0.25

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

どのように貢献したか

平和を守ることの重要性を
伝える機会を通じ、参加者
の意識を向上を図った。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

様々な人権課題について
の学習機会を提供すること
を通じて、人権尊重に関す
る意識の高揚を図った。

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１．貧困をな
くそう

２．飢餓をゼ
ロに

SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

48.0%

R3実績

100.0%

R3目標

R4目標

100.0%

H12～

0.28 人

100.0%①中止

②１１回開催し、885人参加

100.0%

一
般

会年職
員等

0人

5,825千円

3,512千円

711
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

今後の同和行政の基本方針

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

人権啓発推進事業

根拠法令

指標名 目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容

人権意識の向上を図ることにより、市民一人ひとりの
人権を擁護し、差別のない地域社会を築くことを目的
とし、人権に関する企業及び職員向けの研修会の実
施、「人権フェスティバル」の開催（入間郡市同和対策
協議会）、人権啓発講演会の実施（人権啓発活動地
方委託事業）、人権啓発ＤＶＤの貸し出し、人権啓発
物品の作成・配布等、さまざまな啓発事業を行ってい
る。

0.73 人 R4目標

R3年度に改善した点

①講演会等参加者数

②啓発ビデオ貸出件数

③啓発ビデオ視聴件数

人権尊重に関する施策への満足度
市民意識調査の設問「所沢市の施策への満足
度」に対し、「満足」「まあまあ満足」と回答した人
の割合）

人権推進室では、人権全般の啓発を総合的に推
進しており、施策への満足度を指標としている。

入間郡市同和対策協議会として、入間郡
市内にある不動産業の協会支部を訪問
し、差別的な土地調査の防止に関する依
頼を行うとともに、市主催の人権啓発研修
会の周知を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

差別や偏見のない人権尊重社会の実現を
目指して、研修会や講演会等を通じて、人
権意識の高揚を図るとともに、人権問題に
対する正しい理解の普及に取り組む。

A
46.5%

人権課題が多様化している中で、
継続的に啓発を行ってきた成果と
して、目標値を達成することができ
たため。

826千円

44.0%

R2目標 R2実績

①176人

②0件

③0人

R3目標

1,335千円

0.50 人

4,084千円

期間

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを市民に理
解してもらうため、公募した学生と平和祈念式典に参
加する「広島平和祈念式典参加事業」や、市内小中
学校を対象とした被爆体験者による「平和を語る
会」、市役所及びまちづくりセンターで原爆のパネル
写真を展示する、「平和祈念資料展」を行う。

0.43 人

2,287千円

S60～

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

447千円

R2正規職員
人件費

自治事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

被爆・戦争体験者の高齢化が進む中、語り
部への身体的負担に配慮した事業展開が
必要となる。

コロナ対策および事業の継続性の観点か
ら、職員向け平和を語る会については語り
部の話をDVDに収め、後にリモートでも広く
聴収いただけるよう工夫した。

目標達成済

R2目標 R2実績
A

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の
大切さを若い世代を中心に伝え、
目標値を達成しているため。

R3年度に改善した点

R3目標値が未達成の理由・分析

①平和祈念式典参加人数

②平和を語る会（回数・人数）

市の平和推進事業に理解いただけた人数の割合
戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを理解し
てもらうことが当該事業の目的となっているため。

平和推進事業

目標設定の考え方・根拠

根拠法令

-

指標名

100.0%

法定受託＋附加 130千円

711
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

160

多くの市内在住外国人に参加してもらいたいた
め、受講生の延べ人数を指標とする。

新型コロナウイルス感染症の影響で、日本語教室
を一部休校としたことや、受講生が減少したことに
より目標が未達成となった。

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①33回

②304人

③157人

成果指標の目標値は達成でき一
定の成果は上げている。講座・研
修会の周知方法や内容等さらに理
解度を上げるため検討していきた
い。

所沢市のホームページに、日本語教室の
開催状況をを記載した。

１３の人権課題の中から、様々な人権問題
について取り上げ、今後も人権教育講座・
研修会を開催していく。

R2実績

R3その他職員
従事割合

R4目標

参加者数の制限、研修時間の短縮、休憩
時間を入れ換気の時間を設ける等、コロナ
禍での対策を講じ実施した。

スタッフの減少及び受講生の減少が課題
である。これは新型コロナウイルス感染症
の影響が大きいが、課題解決のために人
材育成の講座の開催や日本語教室の情
報発信に力をいれていきたい。

R3目標値が未達成の理由・分析

900

１０．人や国
の不平等を

なくそう

B

思いやりのある人権尊重
社会の実現のため、講座・
研修会を開催し、人権教育
の推進を図った。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

市内在住外国人が生活す
る上で必要不可欠な日本
語を学ぶ場を提供した。

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり成果指標の目標値は下回っ
ているが、市民団体との協働により
30年以上実施している本事業は、
日本語学習を通して市内在住外国
人の生活支援をする場であるととも
に、市内在住外国人との相互理解
や交流を深める場としても重要な
役割を果たしている。講習会を開
催する団体も当市の国際交流に大
きく貢献しており、国際理解に対し
て成果を上げている。他の日本語
ボランティア団体も当市の国際交
流に大きく貢献している。

R3年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 236千円

目標設定の考え方・根拠R2決算額

0千円

712
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

期間

H元～

市内在住外国人が生活する上で必要不可欠な日本
語の学習の場を保障し、国際化に対応し、市民の国
際交流・異文化理解を推進する事を目的とし、毎週月
曜日に日本語講習会を市民のボランティアにより実
施。また、日本語講習会のボランティア（指導者）の確
保と技術の向上を目的に、ボランティアを志す方へ向
けた入門編と、ボランティアとして活動する方向けの
実践編の研修を開催。

外国人のための日本
語講習会開設事業

R3年度に改善した点

712
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

目標達成済

R3目標

93.5%

92.0%

770千円 575千円

R3実績

講座・研修会参加者の理解度（％）
人権意識の向上に資するため、参加者アンケート
の理解度を目標値とした。

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績
A

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

93.0%

人権教育推進事業
事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、社会教育
法、所沢市人権教育推進協議会交付金交付要綱

H15～ 5,586千円 94.0%

指標名

期間 0.70 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①家庭教育学級人権教育合同
講座受講者数
②人権教育ブロック別研修会受
講者数
③人権教育指導者養成講座

①171人
②122人
③0人 R4目標

93.0%

R2目標

根拠法令

①開催回数

②講習会受講生数

③日本語学習支援ボランティア
養成講座受講生数

講習会受講生の人数（人）

R2その他職員
従事割合

R2予算現額

304

2,124千円

R3正規職員
人件費

900

900

R3目標 R3実績

広く市民や社会教育関係団体、学校関係者に対して
講座の開催や人権啓発物の配布を通じて人権教育
の推進を図り、差別や偏見のない明るい地域社会づ
くりに寄与することを目的としている。

5,718千円

社会教育法

R2正規職員
人件費

100千円

0.22 人

R2予算現額 R2決算額

544千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

538千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

46.0% 46.7%

R2予算現額 R2決算額

49千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

125千円

R2予算現額 R2決算額

572千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

991千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.70 人

0.26 人

1,756千円



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0.8

会年職
員等

0.6

会年職
員等

0.9

会年職
員等

0.6

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

法定受託＋附加

１０．人や国
の不平等を

なくそう

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

審議会等に女性を登用す
ることにより女性の視点を
政策に反映することができ
た。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

ふらっと祭りや図書の選定
など、利用登録団体の意見
を参考にした。

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

３．すべての
人に健康と

福祉を

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

女性の心や体をはじめ、さ
まざまな悩み解決に寄与し
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

ユニバーサルデザインの
理念を市の各種施策に反
映させるため、情報発信を
通じて職員の意識高揚を
図った。

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R4目標

23.2%

R2目標

45.0%

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

R3年度に改善した点

ふらっとの事業目的の一つである男女共同参画に
係る「学習」や「交流」の場を提供することの成果を
測るため、会議室等の稼働率を指標とする。

B

コロナ禍により、通常の開館・運営
ができなかったが、徐々に利用者
が増えているため、引き続きふらっ
とや事業の周知・PRに努める。

①会議室使用者数

②複写機・印刷使用者数

③図書・ビデオ利用者数

①11,833人

②139人

③163人

目標設定の考え方・根拠

徐々に利用者は増えていたったが、コロナの影響
により開館時間短縮が継続していたため、未達成
となった。

45,0% 30.3% 利用登録団体の意見などを参考に、ふらっ
との周知とともに、貸館、図書、印刷の機
能充実を図っていく。

会議室等の稼働率
（会議室・研修室・生活工房室の月別稼働率の平
均）

期間

男女共同参画に係る「学習」・「相談」・「交流」・「情報」
の場を提供するとともに、できるだけ多くの方に男女
共同参画への理解と意識の向上を図ることを目的と
し、施設（会議室・研修室・生活工房室）、印刷機、男
女共同参画に関する図書・ビデオ・DVDの貸出を行
う。

0.67 人

5,473千円

法定受託事務 法定受託＋附加 広報ところざわ9月号に「男女共同参画推
進センターふらっとに行こう！」と題して紹
介記事を掲載するなど、周知に努めた。ま
た、R2年度中止したふらっと祭りの規模縮
小による開催、新たにパープルリボンコン
サートを開催するなどして来館者を増やす
よう図った。

45,0%

市の配偶者暴力相談支援センターをはじ
め、市民相談課、こども相談センター、ここ
ろの健康支援室などの相談所管部署及び
関係機関と必要に応じて連携し、市民に寄
り添った相談を続けていきたい。

2,695千円
①689件

②165件

③56件

所沢市男女共同参画推進条例 9,358千円

目標達成済

R3実績

5,586千円

R3実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

714

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容男女共同参画推進セ
ンターふらっと運営事
業

H7～

自治事務

根拠法令

重要

期間

女性の生き方に関す
る相談事業

根拠法令
①電話相談件数

②カウンセリング相談件数

③何でも聞きます相談件数R2その他職員
従事割合

電話相談、カウンセリング、何でもききます相談の実
施。
男女共同参画社会の実現のために、その障害となる
悩みや問題を解決するための援助事業を行う。

0.33 人

所沢市男女共同参画推進条例、配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護に関する法律

重要

指標名

910件

714

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般 750件

R3目標

R4目標

750件

R2目標 R2実績

922件

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

5,426千円

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

0.31 人

R2正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

0.68 人

318千円

318千円

自治事務 法定受託＋附加

相談事業に特化したチラシを作成し、市民
相談課等の関連する窓口に配架した。

R3予算現額 R3決算額（見込み）

3,627千円

A

法定受託事務

2,474千円

R4目標

R3目標

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み40.0%

40.0%

目標達成に向け、より一層の啓発
が必要である。

目標を達成しているが、カウンセリ
ングと何でも聞きます相談が増加し
たのに対し、電話相談が減少し、全
体的には微減となった。
コロナ禍であっても、対面相談を希
望する人が増えてきている。
引き続き相談が必要な人に届くよう
周知に努めるとともに、配偶者暴力
相談支援センターとの連携も密に
図っていく。

R3年度に改善した点

29.6%

①情報誌「SUN」の発行部数

R3実績

R2実績

R3年度に改善した点

審議会等の委員に占める女性の割合
政策・方針等の意思決定の場に男女が共に参画
していることを測るため、市の審議会等の女性委
員の割合を指標とする。

女性委員の登用について、庁内へ協力依
頼を行い、周知・啓発を図った。

R2目標

引き続き啓発を行うとともに、男女共同参
画誌「SUN」などを活用し、事業者等への啓
発に努める。

B

40.0%

指標名

女性委員の登用を増やすために、委員の選出の
際は、選出母体等に女性の推薦をお願いしている
が、結果として推薦された女性が少なかった。①10,000部

714
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

男女共同参画啓発･
普及事業

重要 自治事務 法定受託事務

0.40 人

H7～

S56～

3,267千円
誰もが自分らしくのびやかに生きられる男女共同参
画の実現に向けて、男女共同参画への関心を高め、
性別による固定的役割分担意識の改善を図ることを
目的とする。
主な内容として、男女共同参画情報誌「SUN」（年2回
発行　各5,000部　関係機関並びに公共施設・学校等
に配布）を発行する。

男女共同参画社会基本法、所沢市男女共同参画推進条例

期間

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

713
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

ユニバーサルデザイ
ン推進事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

期間

R2決算額

職員のユニバーサルデザインへの配慮度
※職員アンケートでユニバーサルデザインに「配
慮して業務に取り組んでいる」と答えた割合

行政サービスを提供する市職員がユニバーサル
デザインに配慮し、業務に取り組んでいるかを重
要視しているため。

R2目標 R2実績

0千円

①情報提供回数

②具体的に取り組んだ事業数
（研修の開催等）

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0千円

カラーユニバーサルデザインをテーマとし
た職員研修会を開催したほか、職員アン
ケートに併せて、ユニバーサルデザインに
配慮する事例を例示するなどの周知を行っ
た。

目標達成に向けて、引き続き情報発信を
行っていく必要がある。

52.5%

１１．住み続
けられるまち

づくりをユニバーサルデザイン推進基本方針 0千円

B

目標達成に向けて、より効果的な
啓発が図れるよう検討が必要であ
る。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み60.0% 55.7%

①１回
（職員アンケート実施の際に実
施）
②１回

R3実績

65.0%
ユニバーサルデザインに関する研修会の開催や、
情報発信を通じて啓発する機会が不十分であった
ため。

H19～ 1,277千円

誰もが参加しやすく、暮らしやすいまちづくりを進める
ため、ユニバーサルデザイン推進基本方針を周知す
るための情報提供、新規採用職員への研修等、ユニ
バーサルデザインを推進するための事業を行ってい
る。

0.13 人

70.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1,062千円 R3目標

R4目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

8,973千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.16 人

指標名

8,862千円

9,779千円

3,801千円

R3目標値が未達成の理由・分析

悩んでいる人への対応件数を相談事業の成果と
捉え、相談件数を指標とする。

年間相談件数

3,260千円

3,785千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

750件

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.70 人

R2予算現額 R2決算額

R2予算現額 R2決算額

246千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

284千円

R3目標値が未達成の理由・分析

31.3%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

会年職
員等

0.6

R3その他職員
従事割合

4,737千円

①1,092人

会年職
員等

0.8

356千円 177千円

R3決算額（見込み）

194千円

目標達成済
R3正規職員
人件費

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

地域の企業や関係団体と
の連携により、男女共同参
画に対する理解や意識向
上を図った。

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

４．質の高い
教育をみん

なに

90.0%

R3実績

99.0%

R3目標

講座定員数における参加者数の割合

指標名

H7～ 4,549千円

多くの市民等に向けて男女共同参画への理解と意識
の向上を図るため、男女共同参画に係る講座・研修・
講演会などの開催を行う。

0.58 人 97.6%90.0%

90.0%

0.57 人 R4目標

R3予算現額

R2予算現額

R2正規職員
人件費

372千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

講座の開催日や開催時間、周知方法を工
夫するとともに、女性だけでなく夫婦や親
子で参加できる講座や困難を抱える女性
を支援するような企画を検討する。

A

コロナ禍により開催できない講座も
あったが、これまでに参加者から関
心が高かった講座にしぼり、受講
人数を制限して実施したため、目
標を達成できた。
今後も、男女共同参画の推進やふ
らっとの周知に寄与する講座を、利
用者の意見なども参考にして開催
していきたい。

目標設定の考え方・根拠

期間

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2目標

R3年度に改善した点

男女共同参画に関する理解や意識向上を図ること
を目的に講座を開催するため、参加率を指標とす
る。

料理教室の講師を地域の民間企業にお願
いし、民間のノウハウを得て開催すること
ができた。

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

①講座参加者数

一
般

ふらっと企画講座実施
事業

重要

根拠法令

所沢市男女共同参画推進条例

事業の目的及び具体的な内容
714

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっ
と

実施計画ランク 事業の種別 R2決算額



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

秘書室長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

選挙管理委員会事務局長
渕江　弘行

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

会年職
員等

3

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

100.0%

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

512千円

R3予算現額

目標設定の考え方・根拠

R3その他職員
従事割合

12,415千円

1.52 人

R2目標
R2その他職員
従事割合

100.0%

15,800千円

①11.8件

②5988.7円

③5.3件

R3目標

19,011千円

444千円

R2正規職員
人件費

3

R3予算現額 R3決算額（見込み）

95千円

R3予算現額

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

推進

R3正規職員
人件費

R3決算額（見込み）

R2決算額

56千円

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

721

自治事務

どのように貢献したか

市民の生活上の悩みごと
や困りごとについて相談を
受け、助言等を行った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

パブリックコメント手続の実
施等自治基本条例の適正
な運用を図り、市民自治の
実現による市民福祉の増
進に貢献した。

どのように貢献したか

物品購入の際に、オープン
カウンター方式を実施し
た。被表彰者の各活動の
促進や郷土愛の増進に寄
与した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長

も

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

法令を遵守し、市民に正し
い政治常識を周知した。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

R2実績

R3年度に改善した点事業の種別

市民へ選挙制度を正しく理解いただき政治や選挙に関心を
持ち、自らが進んで投票に参加し、選挙が適正に行われる
よう、市と所沢市明るい選挙推進協議会が一体となり啓発
活動に取り組んでいる。
取組みでは、常時啓発として、明るい選挙啓発ポスターコン
クールの開催、広報などによる寄附行為禁止等のルール
の周知を行い、選挙時啓発として、選挙のお知らせの全戸
配布を行っている。
また、投票率の低い若年層への啓発として、満18歳になっ
た市民へのバースデイカードの送付、成人のつどいにおい
て啓発物資を配布するなどの啓発事業を実施している。

1.50 人

根拠法令

法定受託事務

7,980千円

公職選挙法

A

コロナ禍においても、明るい選挙推
進協議会と共に啓発活動を行うこ
とができている。

1,510千円

目標達成済

選挙時だけでなく、平常時においても法に基づき
選挙違反を予防するために啓発活動を必要とす
る。

①１，１７０件
②２，９８０件
③１０件
④３，０００件

R3目標

100.0%
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和５年は市議選・市長選を含む４つの選
挙が執行予定であるため、引き続き「明る
い選挙」の達成に向けて啓発活動を行う。

指標名

法定受託＋附加 1,511千円

R3実績

明るい選挙推進協議会全体研修会におい
て、協議会委員の選挙制度に対する理解
を深める講義を行った。

啓発活動を行った月数

100.0%

12,252千円

100.0%

R4目標

選挙
管理
委員
会事
務局

実施計画ランク

明るい選挙啓発事業 一
般

①啓発ポスター作品出品数
②１８歳バースデーカード送付
数
③選挙機材貸出し件数
④成人のつどい資料送付部数

S31～

期間 1.00 人

事業の目的及び具体的な内容

優先

事業の種別

一
般

721
秘書
室

実施計画ランク

所沢市表彰事業

重要 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

1,079千円

R3予算現額

H18年度～

R3年度に改善した点

①被表彰者数

②表彰式出席者数

表彰式出席率
（表彰式出席者数÷被表彰者数×100）

感謝の意を表す行事であるため、多くの方の出席
が望ましい。

コロナ禍でも全員に賞状授与ができるよ
う、会場での感染症対策に努めた。座席間
隔を1.5倍に広げたり、１階市民ホールで検
温を行うなどの工夫をした。

R2目標

目標設定の考え方・根拠指標名

所沢市表彰規則 0千円

根拠法令

自治事務 法定受託事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円

4,901千円

①91(人・団体）

②62（人・団体）

R3目標 R3実績

B

目標値には達していないものの、コ
ロナ禍で感染対策を行いながら式
典を挙行した。地域づくり推進課所
管の感謝状贈呈式と同時開催した
ことにより、厳粛な中にも華やかさ
を保つことができた。

R2予算現額 R2決算額

755千円

75.0%S45～

政治、経済、福祉、文化、スポーツ等、様々な分野で
市勢の振興に寄与する市民活動を促進するため、活
動の顕著であった方々を表彰する。

68.1%
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

46.7%0.60 人 75.0%

75.0%

3,751千円

期間

事業の目的及び具体的な内容

市民等・市議会・市が課題を共有し、連携・協力しな
がら市民自治によるまちづくりを推進していくことを目
的とする。
具体的な取り組み内容としては、所沢市自治基本条
例推進委員会を設置し、条例の適切な運用を図り、
市民参加や情報公開の在り方について検討を行う。

0.25 人

政策会議等で協力を要請し、スムーズな進
行に努め、出席者に負担をかけることなく
喜んでいただける式典にしていく。新しい
生活様式に即した式典等のあり方を検討
し、実施方法等を必要に応じて改善する。

平成２６年度より受章者に配慮して平日以外での
開催としているが、仕事のため欠席する消防団員
等が一定数いることと、令和３年度もコロナ禍での
開催となったことから、出席を見送った方がいるも
のと考えられる。期間 0.47 人 R4目標

721
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢市自治基本条例
推進事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市自治基本条例、市民参加を進めるための条例

R2予算現額 R3年度に改善した点

自治基本条例の推進
（条例の運用状況の調査・検討の実施）

自治基本条例推進委員会の開催により、条例の
運用状況の調査・検討を進め、条例の実効性が確
保されているか。

新型コロナウイルス感染防止に留意しなが
ら、委員に対し自治基本条例の概要、所沢
市市民意識調査への理解向上に努めた。

R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染防止に留
意しながら、2回開催した（内１回は
書面開催）。

B
R2実績

推進

237千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1,357千円

①自治基本条例推進委員会の
開催回数
②パブリックコメント手続の実施
件数（全庁）
③総合計画及び財務に関する
報告会の開催回数

推進

R4目標

403千円

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,042千円
①2回（うち１回は書面会議）

②13件

③0回

R3目標 R3実績

新型コロナウイルス感染防止に留意しなが
ら、必要な市民参加を担保するための方法
を検討する。0.17 人

推進

推進

新型コロナウイルス感染防止に留意しながら、2回
開催した（内１回は書面開催）。

721
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般市民相談事業

所沢市市民相談員設置規定、所沢市市民相談員の勤務条
件等に関する取扱要領

事業の目的及び具体的な内容

生活上生じる様々な問題について市民からの相談に対し適
切な助言等を行い、自主的な解決を促進して住民の福祉向
上に寄与することを目的とする。
電話及び面接方式による相談を以下（①～⑧）のとおり実
施している。なお、②③④の専門相談については、予約制
としている。
①一般相談②弁護士相談③税理士相談④司法書士相談
⑤行政書士相談⑥人権相談⑦行政相談⑧外国人生活相
談

重要

B

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2実績

相談件数自体は減少となったが、
所沢市市民相談実施要領において
電話相談を相談方法として位置付
けたことにより、感染症に対する感
染防止対策を図るほか、今後にお
ける来庁の難しい市民に対する利
便性の向上を図ることができた。

4,000件 2,750件

R2予算現額 R2決算額

18,090千円

R3目標値が未達成の理由・分析
R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

19,082千円

R3年度に改善した点

市民からの相談の状況を把握するため、各種相談
による年間相談件数を指標とする。

新型コロナウイルスの感染拡大により、外
出自粛等求められる中でも市民の相談の
機会が確保できるよう、緊急措置として開
始した電話相談を、市民相談の相談方法
の一つとして位置づけ所沢市市民相談実
施要領を改正した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

広報誌やホームページで周知したことによ
り、電話相談に対する市民の認知度も上
がりつつある。今後の感染状況の収束によ
り対面相談の需要も増えてくることから、よ
り市民が相談しやすい体制について検討
し、実施していく。

指標名 目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、電話による
相談で行っていたが、緊急事態宣言及びまん延防
止等重点措置の対象期間が年度の４分の３を占
め、外出や行動の自粛等の影響があったほか、新
型コロナウイルスワクチンの接種開始時期と共に
相談が減る傾向があったことから、市民の相談の
関心が一時的に下がったものと考える。

4,000件 2,947件

①1日当たりの相談件数

②1件当たりのコスト(会計年度
職員報酬＋職員手当等+相談
報償）

③弁護士一人当たりの休日特
設相談件数

年間相談件数

R2目標

根拠法令

18,425千円

期間 1.98 人 R4目標

H47～

R3実績

4,000件



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

0人

R3その他職員
従事割合

1.01 人

73.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2決算額

6,630千円

R3予算現額

①31,608,203件

②9,275件

指標名

利用登録者数（登録メールアドレス件数）

790千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

どのように貢献したか

市政運営や施策形成にお
ける透明性を高め、市民参
加を促した。

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を速
やかに発信することで貢献
した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を広く発
信することで貢献した。また、
運用に当たっては、すべての
人に等しく情報が伝わるよう、
アクセシビリティに配慮してい
る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を広く発信す
ることで貢献した。また、作成に当
たり再生紙及び植物性インクの使
用により環境負荷の低減に貢献し
た。令和3年度は、11月号でゼロ
カーボンを推進する特集記事を掲
載した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１５．陸の豊
かさも守ろう

69.2%市政情報等を的確かつ適切な時期に市民等に分か
りやすくお知らせするため、毎月１回１日に広報紙を
発行している。特集や連載コーナーなども企画し、積
極的に読者に役立つ情報の発信に努めている。配布
は、委託により市内全世帯・事業所に戸別配布してい
る。
・タブロイド判16ページ・年12回発行
併せて、視覚障害者用広報を発行

R3実績

65.5%

R3目標

68.0%

67.0%
①2,075,630部

②2,028,841部

③12,568件
2.86 人

34,407千円

指標名R2予算現額 R2決算額

29,824千円

30,896千円

広報紙発行事業

①広報紙発行部数

②広報紙配布部数

③デジタルブックの総アクセス
件数

R3予算現額 R3決算額（見込み）根拠法令

法定受託＋附加

722
広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の具体的な内容及び目的

重要

-

期間

広報紙の主な購読層の評価はお
おむね良好だが、全体の評価は目
標値をやや下回ったため。

R3年度に改善した点

66.0%

引き続き読みやすくわかりやすい広報紙の
作成に努めるとともに、若年層への訴求に
ついて検討していく。

市民意識調査「市の情報発信に対する満足度」
市の広報媒体から必要な情報が得られていると
「感じる」と答えた人の割合

広報紙に特化した設問ではないものの、市の情報
を得る主要な手段である広報紙への満足度を測る
一定の指標ととらえ、前年度実績からの増加を目
指す。

ニーズの高い新型コロナウイルス感染症
やワクチンに係る情報は編集スケジュール
の許す限り最新のものを掲載するよう努め
た。また、二次元バーコードの記載を進
め、市ホームページなどの詳細情報への
誘導に努めた。R2目標

新型コロナウイルス感染症及びワクチンの情報を求め
る人が多かったと思われるが、感染者の具体的な情報
を求める市民と提供可能な情報とのミスマッチや、紙媒
体である広報紙の情報の即時性に限界があることにご
理解が得られなかったことも少なからず影響していると
考えられる。
また、若年層の満足度が低いのは、広報紙を手にする
機会が少ないからだと考える。

目標設定の考え方・根拠

B
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

R4目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 34,039千円

2.95 人

24,096千円

6,801千円

実施計画ランク

ホームページ運用事
業

根拠法令

R2予算現額

-

R3正規職員
人件費

R3年度に改善した点

S27年～ 22,823千円

指標名

重要 自治事務 法定受託事務

一
般

6,936千円

R2目標

コンテンツの評価については概ね
好意的な評価を得ているが、目標
をやや下回った結果となったため。

R3目標 R3実績

①総アクセス件数

②公開コンテンツ数

利用者が欲しい情報に容易にたどり着き、その情
報が満足するものであるかが重要であるため、シ
ステムの評価機能により現状を把握するものであ
る。

75.0%

目標設定の考え方・根拠

B
75.0%

R4目標

R2実績

ホームページのコンテンツ評価機能において、
ペｰジ内容が「役に立った」「みつけやすかった」と
答えた人の割合

R3目標値が未達成の理由・分析

0.84 人

6,861千円

75.0%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

6,873千円

722
広報
課

事業の種別

事業の具体的な内容及び目的

期間

ホームページ内のイベント情報掲載時は、タイト
ルを「【日付】イベント名」や「【中止】イベント名」
等として、一目で開催日や開催の有無が分かる
ようにするルールを職員向けに周知した。また、
新着情報に掲載されるコンテンツのタイトルは、
短く簡潔に、内容をが分かるよう工夫することも
併せて周知した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ホームページコンテンツの掲載に当たって
は、コンテンツをより適切な場所に掲載す
るとともに、古い情報を削除するなど、ホー
ムページ内の整理を進めるよう、各課へ引
き続き周知していく。

77.8%

新型コロナウイルス感染症にかかる情報等、情報
量が多く頻繁に更新されるものについては、必要
とするコンテンツの場所が分かりにくかったり、何
が最新の情報かが分かりにくかったりしたことが考
えられる。

重要

722
広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の具体的な内容及び目的

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H8年～ 8,060千円

行政サービスの向上を目的として、ホームページを積
極的に活用し、本市の情報や魅力を市内外に発信す
る。担当課が直接コンテンツを作成・更新できるシス
テムを使って、事務の迅速化・効率化を図っている。

R2予算現額 R2決算額

-

R3予算現額 R3決算額（見込み）

702千円

790千円

根拠法令

734千円 着実に登録者数を増やしており、
昨年度から引き続き目標値を上回
ることができている。

R3年度に改善した点

過去の登録者数の増加実績を踏まえ、年間2,000
人の増加を目指すものである。

メール配信システム「ところざわほっとメー
ル」では、気象特別警報の発令や地震情
報といった緊急情報があった際に、希望者
へ「分かりやすい日本語」でのメールが配
信されるよう、機能の充実を図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

広報紙、市ホームページ、チラシ等を用い
た周知活動を継続し、さらなる利用者数増
加を目指す。

目標設定の考え方・根拠

29,458人

3,431千円

①配信件数

S
R3目標値が未達成の理由・分析

27,000人 31,278人

29,000人

R2実績R2目標

H　20年～ 3,751千円

①1,991件

R3目標 R3実績

メール配信事業

メール配信システム（ASPサービス）を利用し、利用登
録者に対して市政情報（21カテゴリ）を配信する。
・ツイッターと自動連携して同内容を配信している。
・市ホームページからも配信内容を見ることができ
る。

0.42 人 25,000人

市政において重要な役割を果たしている各種の審議
会等の会議を原則として公開することにより、市政運
営や施策形成における透明性を高めることを目的と
する。
内容としては、会議開催前に開催のお知らせを公表
し、会議開催後は、会議開催結果、配布資料、会議
録を市政情報センターに配架し、閲覧に供している。
（会議録は市ホームページで公開している。）

事業の目的及び具体的な内容

重要

期間 0.47 人 R4目標

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.46 人

指定管理者選定委員会や民間資金等活用事業選
定委員会等の業者選定に関する非公開の会議が
計12回開催される等、7条5号（審議・検討に関する
情報）を理由に公開されなかった会議の件数が多
かったため、目標値に達しなかった。

90.0%

R4目標

722
市民
相談
課

実施計画ランク

一
般

期間

H13～

R3年度に改善した点

公開された会議の割合（公開された会議の件数
／(開催された会議の件数-公開されなかった会
議のうち個人情報を理由とした会議の件数）×
100）

公開された会議の割合が増えることで、市政運営
や施策形成における透明性が高まると考える。
公開された会議の割合が80％前後で推移している
ことから、それを上回る85％を目標とした。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
めやむを得ず書面会議としたものや、Web
会議とする場合にも、市民に会議の情報を
公開できるよう、企画総務課と共にWeb会
議及び書面会議における会議の公開の開
催に関するガイドラインを改訂し、実施し
た。R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

A

90.0%

81.0%

85.0%

35千円

R3実績

R2予算現額 R2決算額

83.6%

①開催された会議の件数
②公開されなかった会議のうち7
条2号（個人情報）を理由とした
会議の件数
③公開された会議（一部非公開
を含む）の件数

0人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 42千円

4,469千円

指標名

26千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

34千円

根拠法令

所沢市情報公開条例、所沢市の会議の公開に関す
る指針、所沢市会議録作成要領

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,757千円
①615件

②499件

③94件

R3目標

引き続き、Web会議などの会議の情報を市
民に公開できるよう制度を運用する。

0.56 人

公開された会議の割合について、
目標値には到達していないもの
の、目標値に近い水準で推移して
いることから、会議を「原則公開」と
して市政運営や施策形成における
透明性を高めるという目的は推進
できている。

会議の公開制度推進
事業



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①689,600

②46

③104

R2実績
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

R2予算現額 R2決算額

17,834千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

22,231千円22,441千円

72千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

31千円

R2決算額

183千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

595千円

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

4,247千円

R2予算現額 R2決算額

423千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額

506千円

498千円

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市議会だよりを通して議会の
取り組みを市民に分かりやす
く周知することで、議会活動へ
の関心を促すことや議会情報
の透明化に資している。

どのように貢献したか

市民一人ひとりの生活環
境の改善に係る要望から、
市政に係る意見等まで実
現できるよう努めた。

どのように貢献したか

情報公開を適切に行うこと
で、公正で民主的な市政の
推進に寄与した。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

市政情報を提供し、市民参
加を促した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

事業の種別

一
般

市政情報センター運
営事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名 目標設定の考え方・根拠

①有償頒布数

②都市計画図等の図面の有償
頒布数

③行政資料貸出数

市政情報センターの行政資料利用数（有償頒布
数－都市計画図等の図面有償頒布数＋行政資
料貸出数）

所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱、所沢市市政
情報センター複写実費徴収金等取扱要綱

B
事業の目的及び具体的な内容 R2目標

435千円

R2正規職員
人件費

令和２年度に比べ実績値が減少し
た要因には、市政70周年を記念し
て発行されたところざわ歴史物語
増補改訂版（令和2年度204部の売
上、令和3年度64部の売上）が挙げ
られる。
また、都市計画図等については、
当該図面の一部区域だけが必要
である場合に、コピー対応できるよ
うコピー機の近くに図面を配架する
等して、市民が迅速かつ容易に、
また安価に必要な情報を得られる
ようにしており、事業の目的は推進
できている。

R3年度に改善した点

市の保有情報を積極的に提供することが当該事
業の目的となっているため「行政資料利用数」を指
標とする。ただし、コピー利用を推進している図面
有償頒布数は除く。令和４年度の目標数は過去5
年平均数（約450件）を踏まえ、450件とした。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、市政情報センターの窓口や行政資料
閲覧コーナーのコインコピー機付近に消毒
剤を設置し、感染対策の徹底を図ることに
より、市民が安心・安全に利用できるように
した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民が市政に関する情報や必要とする情
報を迅速かつ容易に得られるように、市政
情報センターでの配架、配布の方法につい
て工夫していく。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標数は、過去５年の平均数を上回るよう設定し
ているが、有償頒布数や行政資料貸出数が伸び
ず令和３年度の実績は過去５年の平均数を大きく
下回ったため、目標値には未達成となった。

R2その他職員
従事割合

R2実績

市民が市政に関する正確でわかりやすい情報を迅速
かつ容易に得られるようにすることを目的とする。
内容としては、各課で作成又は取得した行政資料を
市政情報センターで配架し、閲覧、貸出、有償頒布す
るほか、提供された情報について一覧表を作成し、窓
口や市ホームページで公表している。

0.52 人 500件 551件

①558件

②106枚

③7件

R3目標 R3実績

500件 459件

450件

期間 0.68 人 R4目標

H7～ 5,426千円

会年職
員等

0人

722
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

589千円

S63～ 5,347千円

重要

R3正規職員
人件費

指標名

情報公開制度推進事
業

目標設定の考え方・根拠

A

情報公開請求が年間150～180件
前後で推移しているなか、不服申
立は生じておらず、目標は達成さ
れている。

根拠法令

所沢市情報公開条例、所沢市情報公開条例施行規則、所
沢市情報公開の総合的推進に関する要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

情報公開請求に対して適正な対応や丁寧な説明
を行うことで、不服申立てが生じる可能性は低くな
ると考えられることから、指標とした。

目標達成済 情報公開制度を適正に運営するため、情
報公開制度についての市民への案内、職
員の啓発に取り組む必要がある。

職員研修において市民の求めに応じた情
報公開請求・情報提供を案内・推奨する、
公開請求受付の際に、市民の求めに応じ
て所管課へ個人情報開示請求への切替え
の可否を確認する等、情報公開制度・個人
情報保護制度について職員への意識づけ
を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

①請求件数（請求数＋申出数）

②対象公文書数

③公開文書数R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3実績

公開請求に対する不服申し立て率（％）
（不服申立て件数/請求件数（申出は含まない）×
100

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

0人

206千円

期間 0.67 人

0.0% 0.0%

5,799千円
①108件

②691文書

③656文書
会年職
員等

0人

会年職
員等

所沢市議会基本条例

自治事務

R4目標

行政の透明化及び市民参加促進により公正・民主的に市
政を推進することを目的とする。
内容としては，所沢市情報公開条例に定める公文書公開
請求に基づき市の保有する公文書を公開する。
また、公文書の公開のほか、市政に関する正確で分かりや
すい情報を市民が迅速かつ容易に得られるよう、情報公開
の総合的な推進及び積極的な情報の提供に努める。

0.71 人

0.0% 0.0%

0.0%

R3目標

市議会ホームページに掲載している「ところざわ
市議会だよりＰＤＦ版」へのアクセス件数

722
議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

「市議会だより」発行
事業（デイジー版・点
字版含む）

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

優先

R3目標値が未達成の理由・分析

9,230千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

42,225

より見やすい紙面構成になるよう見出しな
どを工夫するとともに、写真やイラストを多
く使用し、紙面の充実に努めていく。

50,923

前年度に引き続き、読みやすい市
議会だよりを目指し、作成してお
り、設定した目標も達成している。

R3年度に改善した点

①発行部数

②デイジー版の作成数

③点字版の作成部数

1.13 人

Ｓ４５～

40,565
A

R3実績

前年度実績の5％増

44,336 48,499

R3目標

目標設定の考え方・根拠

8,778千円

ポスティングによる全戸配布を開始したこと
で、これまで以上に多くの市民に市議会の
活動をお知らせすることができた。

目標達成済

期間 1.10 人 R4目標

議会の活動を多くの市民にわかりやすくお知らせする
ため、年４回の定例会後に発行する市議会広報紙で
ある。ポスティングによる全戸配布や公共施設、所沢
駅構内パンフレットラックへの配架を行うとともに、市
議会ＨＰでのＰＤＦ版の公開、全国の自治体の広報紙
を読めるスマートフォン・タブレット用のアプリ「マチイ
ロ」への掲載等も行っている。また、デイジー版・点字
版も作成している。

722
市民
相談
課

実施計画ランク

法定受託事務 法定受託＋附加 18,639千円

723
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

個別広聴事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

指標名

R2正規職員
人件費

0人

R2その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

A

目標達成とまではならなかったが、
回答作成依頼を最優先に取り組む
ことで、前年度と比較して回答に要
する日数を大きく短縮することがで
きた。なお、当指標は最も回答まで
に時間を要する市長回答としての
指標であり、迅速に対応できる所
管部局対応では、より早い日数で
の回答ができている。

R2目標

①778件

②18件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点

陳情書の中には例年ほぼ同内容で提出される
ものもあるため、回答作成依頼をする際の締切
までの期間については、内容に応じた日数とな
るよう努める。また、依頼した先で回答作成課
の変更に係る調整をしてもらうことが極力ないよ
う事前に下調べを行った上で依頼できるよう努
める。

14.4日

16.7日

R3目標値が未達成の理由・分析

市長回答に要する日数（回答にかかった総日数
÷件数）

市民の意見・要望・提案に、迅速、丁寧、的確に対
応するため、市長回答に要する日数を指標とす
る。

市長からの受理報告が戻り次第、回答作
成依頼に係る事務を最優先で取り組んだ。
また、回答作成のための書類保存場所に
ついても、ハイパーリンクを設けることで対
応部局が参照しやすい体制を整えた。

法定受託＋附加 128千円

所沢市市政提案箱実施要領 113千円

事業の目的及び具体的な内容

9,895千円

9,883千円 R3目標 R3実績

14日

R2実績

①市長への手紙としての受理件
数

②陳情書としての受理件数

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

期間 1.24 人 R4目標

S43～

多様化する市民の意見・要望・提案に迅速、的確に
対応するとともに市政運営に活かしていくことを目的
とする。
専用封書等の郵便、FAX、電話、窓口での申出、電
子メール等様々な方法で寄せられる市長への手紙や
陳情等による市民の意見・要望・提案を受け対応す
る。

1.21 人 14日

14日

市長への手紙としての回答だけであれば目標値を
達成していたが、回答事項が多く全庁的に取り組
む必要がある陳情書の回答に日数を要した。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

市政懇談会開催の要望を受けた場合は全て実施
を前提としてスケジュール調整等を行ったが、まん
延防止等重点措置の適用など、新型コロナウイル
ス感染状況の影響により、次年度へ延期となった
りしたことにより、開催回数が目標値に達しなかっ
た。

①5回

19千円

R2予算現額 R2決算額

14千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

15千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

１．貧困をな
くそう

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

社会保障関連団体、労働
者団体などから意見や要
望を聴き、市政に反映させ
るよう努めた。

R3年度に改善した点指標名

市政懇談会の開催回数
多様な意見や要望等を聴き、市民参加による開か
れたまちづくりを積極的に推進するため、開催回
数を指標とする。

目標設定の考え方・根拠

A

目標の開催回数には届かなかった
が、前年度に引き続き、懇談項目
や出席人数を絞り、開催時期を調
整するなど、コロナ禍でも開催でき
るよう工夫を行い前年度より多く開
催することができた。今後もコロナ
禍においても継続して市政懇談会
を開催できるよう工夫していく。

R3目標値が未達成の理由・分析

7回

R2実績

2,234千円

2,859千円

期間

所沢市市政懇談会実施要領 19千円

0.35 人

R2正規職員
人件費市政懇談会開催事業

根拠法令

7回 3回

723
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2その他職員
従事割合

0.28 人

S48～

前年度から、コロナ禍においても各団体の
要望に沿い開催できるよう、一部団体へは
事前に懇談項目を絞ってもらい、出席人数
を最小限に収めていたが、本年度はその
取組を他の団体にも広げた。

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①開催回数

5回

R3実績R3目標

今後も感染対策を講じた上で市政懇談会
を実施していきながら、団体の意見や要望
をないがしろにすることのないよう意向を確
認した上で開催し、開かれたまちづくりの
維持に努める。

R4目標

7回

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開かれ
たまちづくりを積極的に推進することを目的とする。
各種団体等から要請を受け、市の施策や事業に関す
る意見、提案、要望等について意見交換を行う。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　小山　貴之

R3目標値が未達成の理由・分析

R3その他職員
従事割合

①受検率

②高ストレス者の割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

受検率
（受検者数／対象者数）

1,397千円

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

709千円

会年職
員等

①77.1%

②10.8％

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

0人

R2決算額

R3その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

36回

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済

R2予算現額 R2決算額

4,851千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5,409千円

会年職
員等

0人

①実施回数

②相談者数（延べ人数）

実施回数
（月３回×12か月）

職員が相談しやすい環境を整備しておく必要があ
ることから、「こころの健康相談」の年間実施回数
を指標としている。

R3実績

1,320千円

1,320千円

目標設定の考え方・根拠

職員の研修受講率

13,566千円

1,320千円

2,532千円

目標設定の考え方・根拠

①研修の実施日数

②修了者数（集合研修）

③修了者数（派遣研修）

1.99 人

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

職員自らのストレスの状況
や職場におけるストレス要
因を把握するよう取り組ん
だ。

どのように貢献したか

精神的に不調を訴える職
員や休業明けの職員がス
ムーズに復帰できるよう事
業の活用を促し、職員の健
康的な生活に寄与した。

どのように貢献したか

初級職員研修としてプラス
チックごみ削減等の環境学
習を実施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１４．海の豊
かさを守ろう

８．働きがい
も経済成長

も

731
職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

職員研修事業

～

根拠法令

地方公務員法第39条

事業の目的及び具体的な内容

R3目標 R3実績

100％以上

R4目標

R3年度に改善した点

研修受講者率の向上により、成長する職員が増加
するほか、学習する組織風土の醸成にも繋がるも
のと考えるため、研修の受講率を指標としている。

文書事務、人事給与事務、情報公開と個
人情報保護、法務研修、広報研修を動画
研修に変更した。会場の定員に影響を受
けないことや、スキマ時間に受講できる、
わからない部分を繰り返し視聴できるな
ど、受講者からは動画研修を評価するコメ
ントが多かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

職員が、学びたい、学ばなければならない
と思ったときに、効果的な研修を受講でき
るように、情報提供していく。彩の国さいた
ま人づくり広域連合、自治大学校、市町村
アカデミーなど研修機関が提供する研修も
積極的に活用していく。

指標名

A

コロナ禍においても、研修受講者
が安心して受講できるように、広い
会場の確保や、受講者同士の十分
な距離の確保、換気の徹底など工
夫しながら、研修を実施している。
また、知識伝達型の研修を中心に
動画研修を増やしたことにより、今
まで忙しさのため、参加できなかっ
た職員も、参加するなど受講者の
増加につながった。

R2目標 R2実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,206千円

93.0%

6,998千円

100％以上 77.3%

16,254千円

期間 1.70 人

①282.5日

②1,892人

③93人

80.0%

市民のために創意工夫し自ら考え動き、また、組織に
とって有用な人材を育成・支援することを目的に、「人
材育成基本方針」、「職員研修計画」に則り、職員研
修を実施する。
【研修体系】
キャリアステージ研修、マイセルフ研修、派遣研修ほ
か自己啓発支援など

732
職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

期間

職員の心身の健康の保持・増進のため、精神科医1
名及び精神保健福祉士2名に委嘱し、「こころの健康
相談」を実施する（月３回）。
相談を希望する場合には、職員課の保健師が予約の
窓口となり、電話や専用のメール等で受付をしてい
る。

H12～

所沢市こころの健康相談設置要綱

根拠法令

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

A

指標名

1,320千円

36回 36回

0.35 人

0.31 人

R2予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

こころの健康相談事
業

2,793千円 48回

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

相談希望者が増加傾向にあることから、令
和4年度からは実施日を月1日増やし、相
談枠を増設している。R4目標

①36回

②102人

R3目標

定期的に相談を受ける職員や1回
のみの相談でこころの健康状態が
改善する職員など、職員毎に状況
は異なるが、いずれの場合も相談
者のメンタルの健康保持の一助に
なっていると考えている。
今後も、職員への事業の周知と、
相談しやすい環境の整備を継続し
ていきたい。

目標達成済36回

R3年度に改善した点

相談希望者が増加傾向にあるため、相談
枠の時間帯等の調整を保健師が柔軟に対
応して、スムーズに相談できるよう工夫し
た。

事業の種別

一
般

職員ストレスチェック
事業

法定受託事務 法定受託＋附加

期間

自治事務

労働安全衛生法 1,283千円

2,614千円

732
職員
課

実施計画ランク 指標名

R2目標

80.0%
職員自身のストレスへの気付きを促し、セルフケアに
取り組むことや、働きやすい職場づくりを進めること
で、職員がメンタル不調となることを未然に防ぐ「一次
予防」を目的とし、労働安全衛生法の規定に基づく心
理的な負担の程度を把握するための検査（５７項目）
と、その結果に基づく面接指導を実施する。

H28～ 2,793千円

根拠法令

R2実績

R3実績

0.35 人 R4目標

80.0% ストレスチェックの目的や結果の活用方法
について周知を行い、受検者を増やす必
要がある。

目標設定の考え方・根拠

受検することで、職員のストレスの
程度を把握し、職員自身のストレス
への気付きを促すとともに、職場改
善に繋げ、働きやすい職場作りを
進めることによって、職員がメンタ
ルヘルス不調となることを未然に防
止することを目的として実施してい
るが、前年度と比較し、大きく数値
が悪化しているため、改善が必要
な状況と考えている。

R3年度に改善した点

実施時期を例年よりも2か月早め、所属長
向けの集団分析結果説明会も早めに開催
し、可能な限り年度の早いタイミングでマネ
ジメントに活かせるよう改善を試みた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

前年度と比較し、受検率が約5ポイント下がってし
まったが、実施時期をこれまでの9月から7月に変
更したことが、その一因ではないかと考察してい
る。ストレスチェックの受検については任意である
が、検査の目的や結果の活用方法の周知を今一
度丁寧に行い、受検率向上を図りたい。

ストレスチェックを受検し、その結果を見ることで、
自身の状態を把握することができ、セルフケアに
つなげることができることから、受検率を指標とし
ている。

77.1%

80.0%

R3目標

82.3%0.32 人

重要

事業の目的及び具体的な内容

671千円



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　一色　義直

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
総務担当参事　中村　まさみ

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

目標設定の考え方・根拠

R2その他職員
従事割合

0.00 人

R2予算現額 R2決算額

0千円

0千円

①1,022件（回収率25.6％）

②3事業者

③1,034件
所沢市地域公共交通
計画の策定

R3正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

80千円

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0人

会年職
員等

0人

目標設定の考え方・根拠

140千円

R4目標

基本構想策定支援業者
選定

どのように貢献したか

地域における医療提供体
制の充実を図るため、基本
構想を策定した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

741

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

①基本構想策定

最優先 自治事務 法定受託事務

12,800千円

期間

R3年度に改善した点

A

市民医療センター運営委員会、保
健医療計画推進委員会や、パブ
リックコメント手続等により、市民の
意見を聞きながら、期限内に基本
構想を策定することができた。

目標達成済

所沢市市民医療センター再整備基本構想策定

R2目標

所沢市市民医療センター再整備基本構想策定

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

医療提供体制を安定的に維持するため、
基本構想策定にあたり、策定支援をコンサ
ルタントに業務を委託した。

0.66 人

R2実績

R3実績

R2その他職員
従事割合

1.32 人

R3目標

会年職
員等

0人

5,391千円

所沢市市民医療セン
ター再整備基本構想
策定事業

根拠法令

第２次所沢市保健医療計画、第三次所沢市市民医療セン
ター改革プラン

16,500千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

昭和51年に開設した市民医療センターについて、今
後の市民医療センターの施設、設備の改修・更新及
び担うべき役割や機能等について、市としての考えや
方向性を具体化するために、所沢市市民医療セン
ター再整備基本構想を策定するものである。

R2～R3

R3予算現額

10,534千円

企
業 基本構想策定支援業者

選定済
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

施設・設備の老朽化や、今後の公的病院と
して担う役割や機能について検討し策定し
た所沢市市民医療センター再整備基本構
想を具体化するために、事業実施のため
の指針となる、所沢市市民医療センター再
整備基本計画を策定する。

基本構想策定 基本構想策定済

①策定会議での検討

②基本構想（案）へのパブリック
コメント手続きの実施

③基本構想策定

どのように貢献したか

評価を行うことで、事業に
対する職員の意識改革を
進めた。

どのように貢献したか

当該計画を策定することに
より、市民にとって利用しや
すく持続可能な公共交通
サービスの提供を行う。

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

進捗管理において、適切な
情報開示や丁寧な説明を
行ったことにより、「16.6有
効で説明責任のある透明
性の高い公共機関の発展」
に貢献した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう

5,473千円

指標名

68千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

法定受託＋附加 140千円

所沢市自治基本条例

法定受託＋附加 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

子ども・子育て支援法、所沢市子ども・子育て会議条例

少子超高齢社会における持続可能な公共交通ネット
ワークの構築に向けて、地域公共交通のマスタープ
ランとなる所沢市地域公共交通計画を策定する。
地域公共交通の現状と課題を把握するとともに、市
民を対象にしたアンケート調査、公共交通事業者へ
のヒアリング調査等を実施し、所沢市の地域公共交
通の実態に即した計画とする。

741
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢市マネジメントシ
ステム推進事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

A

左記理由分析欄にも記したとおり、
改善の余地がある事業について
は、ほぼ全ての事業で改善を図っ
ている。

①事務事業評価実施数

②組織目標における目標達成
に向けた重点事業項目数

③公共事業評価委員会の実施
回数

96.1%

100.0%

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

100.0% 94.6%

R3年度に改善した点

目的の達成に向けて現状の課題に対する改善を
行っていく中で、どの事業においても何らかの改善
を行うよう促す。

新型コロナウイルス感染防止に留意しつ
つ、有言実行発表会を２年ぶりに開催し、
庁内における改革改善事例の水平展開を
図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

国の制度の制約により、改善の余地が無
い事業についても、国の提案募集制度を
活用するなど、可能な限りの改善を図って
いく。

R2実績

事務事業評価において、全事業の中で当該年度
中に「改善した点」があった事業の割合

R2目標

令和2年度からの新規事業であるため令和3年度
の評価では改善点がない事業や、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により実施できなかった事業も
あった。
また、事業内容によっては、国の制度に従って実
施しているなど、改善の余地が少ないものもあるこ
とが考えられる。

100.0%

H25年度～ 4,150千円

①507事業

②71事業

③2回

R3目標
事業の企画立案・予算化・実施・評価検証などの市政
運営を所沢市マネジメントシステムの仕組みに沿って
進めていくことで、より合理的かつ効果的に市政を進
めていく。
具体的には、総合計画の実現に向けた実施計画の
策定を行ったうえで、事務事業評価などにより評価検
証し、結果を予算･計画などへ反映していく。

0.67 人

期間 0.52 人 R4目標
会年職
員等

期間

根拠法令

R2目標

目標達成済17事業 17事業①2回

②32人

741
こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R3目標

- 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 885千円

所沢市子ども・子育て
支援事業計画推進事
業

①子ども・子育て会議開催回数

②出席委員数（延べ）

R2その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

新型コロナウイルス感染症の拡大防止の
ため、Web会議を一部導入し、会議を開催
した。また、「子育ての孤立・悩み」をテーマ
とした意見交換会を実施し、各委員の子育
ての経験や事業を実施している中で感じて
いること等について情報共有を行った。R2実績

A

R3実績

16事業 16事業

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

R4目標

新型コロナウイルス感染症の影響
はあったが、対面による会議を2
回、意見聴取を1回行うことにより、
地域の実情を踏まえた施策の推進
に努めた。計画書に掲げる事業に
ついては、順調に進んでいる。

18事業

事業の目的及び具体的な内容

11,411千円

子どもたちが『明るく・楽しく・元気よく』過ごせる環境
整備を目指すため、所沢市子ども・子育て支援事業
計画を策定し、定期的に計画の点検・見直しを行うな
ど、社会情勢の動向に合わせて施策等の着実な実施
を図ることを目的とする。計画の策定・点検・見直しの
際は、所沢市子ども・子育て会議委員の意見を参考
にする等、多様な意見を反映するよう努める。

2.80 人

22,870千円

689千円

順調に進んでいる事業等の件数

計画書に掲げる主要な事業等（教育・保育と地域子ど
も・子育て支援事業、計17事業）について、事業が順調
に進んでいるかどうかを把握するもの。
  ※令和4年度からは、地域子ども・子育て支援事業に１
事業追加し、計18事業となる。

R3年度に改善した点

法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

優先 自治事務 ①公共交通に関する市民アン
ケートの回答数
②公共交通事業者へのヒアリン
グ実施数
③市内循環バス利用者へのア
ンケートの回答数

地域公共交通計画策
定事業

根拠法令

R2正規職員
人件費

少子超高齢化社会における持続可能な公共交通
ネットワークの構築に向けて、地域公共交通のマ
スタープランとなる所沢市地域公共交通計画を策
定する。

公共交通に関する都市構造を把握すると
ともに、無作為抽出による市民アンケート
調査、公共交通事業者へのヒアリング調
査、市内循環バス利用者へのアンケート調
査を実施し、結果を分析した。

目標達成済

A

地域公共交通の現状や各調査結
果を分析し、課題を抽出した。
今後は、課題解決のための政策を
検討するとともに、所沢市における
地域公共交通の将来像を描くこと
に取り組む。

R2目標 R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績

741
都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

0千円

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 6,883千円

事業の目的及び具体的な内容

期間 1.44 人 R4目標

R3～R4 11,491千円

R3年度に改善した点

所沢市地域公共交通計画の策定

計画の進捗管理には、多様な視点による
点検・評価が必要である。会議において事
業の進捗状況の報告等を行い、各委員か
らの意見等を参考にしながら、国や他自治
体の動向にも注視し、計画の推進を図って
いく。

6,752千円

地域公共交通の現状
分析と課題の抽出

会年職
員等

0人

地域公共交通の現状
分析と課題の抽出

地域公共交通に関する政策について、「所
沢市地域公共交通協議会」での協議を重
ね、持続可能な公共交通ネットワークのあ
り方を示す計画の策定に取り組む。

339千円

1.43 人

Ｈ27～

R2予算現額 R2決算額

210千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

R2正規職員
人件費

3,186千円

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

R2決算額

0人

R2決算額

①「所沢市総合戦略」の戦略方
針の実施事業数

②「所沢市総合戦略」の重点プ
ロジェクトに関する事業数

③有識者等への進捗管理報告

0千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

3,594千円
①160

②35

③0回

会年職
員等

1,516千円

0.19 人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0千円0千円

R2予算現額

R2その他職員
従事割合

0人
6,145千円

0.77 人

0千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績R3目標①２回

②所沢市観光情報・物産館の
オープン、パネル展示、「武蔵野
3万年のレシピ展覧会」開催

③CJF最新情報リーフレット作
成

会年職
員等

0人

会年職
員等

15,000人 13,345人

685千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

22千円940千円

R2予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.20 人

R2目標

R2決算額

208千円

会年職
員等

R2予算現額

R3予算現額

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

民間事業者である㈱
KADOKAWAと共同でまち
づくりを進めた。

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

有識者や先進自治体等か
ら知見を得て、将来の市の
事業の基盤づくりに貢献し
た。

国の支援措置を受けるために
管理を行い、効果的な地域活
性化に貢献した。

８．働きがい
も経済成長

も

１２．つくる責
任　つかう責

任

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

会年職
員等

0人

742
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

有識者や専門家からアドバイスをいただくとともに、先
進都市視察や研修会等への派遣を通して、市職員の
能力や意欲を高め、課題への対応力を磨くことを目
的とする。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

「未来（あす）を見つ
め、今を動く」政策形
成事業

重要
①講師依頼件数

②先進地視察件数

③講演会・研修会参加件数

事業予算の執行率根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

2,040千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

329千円

新型コロナウイルス感染防止に留意しつ
つ、積極的に事業実施できる手法を検討
する。

目標設定の考え方・根拠

C

新型コロナウイルス感染防止の観
点から、有識者の活用、視察の実
施、研修への参加等の実施件数が
少なかったため。

R3目標値が未達成の理由・分析

- 2,000千円

70.0%

指標名

R2実績

70.0% 16.5%

70.0%

会年職
員等

0人

R3年度に改善した点

先進市視察や講演会開催等を全庁で積極的に実
施しているかという視点から、事業予算の執行率
を指標とした。

新型コロナウイルス感染症の状況に応じ
て、実施を取りやめる等、柔軟に対応し感
染防止を図った。

新型コロナウイルス感染防止の観点から、有識者
の活用、視察の実施、研修への参加等の実施件
数が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

期間 0.17 人 R4目標

1,357千円H25年度～
0人

①１件

②２件

③１件

R3目標 R3実績

S63年度～ 2,075千円

事業の目的及び具体的な内容

743

法定受託事務

期間

-

地方版総合戦略推進
事業

550,000人

6,126千円

10.0%

1,634千円

R4目標

自治事務

法定受託事務

743

事業の種別

自治事務

経営
企画
課

実施計画ランク

最優先

H27年度～

経営
企画
課

「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を展開するう
えで、「魅力」「元気」「安心」のキーワードに基づき４
つの戦略方針を定めとともに特に重点を置く４つの施
策を「重点プロジェクト」として設定し、優先的に実行
する。また、戦略に基づく取組を効果的に推進するた
め、基本目標や重要業績評価指標（KPI）の達成度や
事業の進捗状況を確認し、効果検証を行いながら進
行管理する。

事業の種別

実施計画ランク

0.75 人

R2正規職員
人件費一

般

15,000人

根拠法令

COOL　JAPAN
FOREST構想推進事
業

期間

H27年度～

株式会社KADOKAWAと協力して文化事業や企業誘
致等、産官共同で事業展開を行い、構想に示した「み
どり・文化・産業が調和したまち」の実現を目指す。
推進会議「TEAM　START（R3年7月よりTEAM
NEXT）」での協議や、構想推進に関する協定を締結
するとともに、イベントでのブース出展や文化創造会
議の開催等の啓発、情報発信を行うなど、「みどり・文
化・産業が調和したまち」の創出に向けた事業を展開
する。

法定受託＋附加

成果創出期の事業については、㈱
KADOKAWAとの共同により概ね順
調に進んでいる。
市長が埼玉県eスポーツ連合の名
誉会長に就任したこともあり、市内
のeスポーツによる地域活性化につ
いても検討していく必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

コロナ禍による外出自粛やテレワークの普及によ
り乗降客数が減少している。今後感染が収束して
いけば、徐々に人の動きが戻っていくと考えられ
る。

R3目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

12,056人

根拠法令

1,364千円

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

ほとんどの指標が85%を超えているが、市民意識
調査における地域づくりに関する施策の満足度が
目標に対して達成率が56.6%となっている。
これについては、新型コロナウイルスの影響で、地
域づくりにつながる事業がなかなかできなかったこ
とが理由として考えられる。

R3目標

R3年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

「ところざわサクラタウン」だけでなく「COOL
JAPAN FOREST構想」を周知するため、庁
舎等における展示を実施した。

構想の推進エリアとなる東所沢の人の流れを増や
すという視点から、ＪＲ東所沢駅の一日平均の乗
降客数を指標とした。

eスポーツをはじめとする今後の新たな取り
組みにおいても、㈱KADOKAWAとの連携
を行いながら構想を推進していく。

3

まち・ひと・しごと創生法

3

一
般

ペーパーレス化をすすめるため、データ閲
覧を勧めて追加印刷を行わなかった。

R2実績

R3年度に改善した点

A

R3実績

４つの戦略方針に掲げる戦略指標を達成した数
（全６指標）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4

R4目標

指標については一部未達成のもの
もあるが、重点プロジェクトについ
ては、予定通り順調に進捗してお
り、各戦略方針についても概ね順
調に進んでいることから、所沢市総
合戦略は順調に進んでいる。

5

令和３年度から７年度までの計画期間にお
いて、進捗管理を進めていく。

戦略に基づく各施策の進捗を図る「重要業績評価
指標（KPI）」を設定したうえで、効果の客観的視点
として「戦略指標」を戦略方針ごとに設定。
総合戦略は令和７年度までに目標達成を目指すも
のである。

指標名 目標設定の考え方・根拠

4

指標名

ＪＲ東所沢駅の乗降客数（一日平均）
①TEAM　NEXT開催回数

②成果創出期の進捗状況

③啓発物の作成
-

0.44 人

どのように貢献したか

R3その他職員
従事割合

550,000人 356,611人 協議会として、将来を見据
えた計画の策定作業を実
施し、公共施設利用の公平
性や圏域の魅力向上に貢
献した。

①相互利用対象施設数

②活動専門部会数

市民相互交流者数
（圏域施設相互利用者数+交流事業参加）

公共施設ん相互利用や圏域住民の交流を図るこ
とが当該事業の目的となっていることから、圏域内
の交流者数を指標とする。

「第３次埼玉県西部地域まちづくり構想・計
画」に基づいて、圏域のさらなる活性化に
取り組む。

292,038人

新型コロナウイルスの影響で、公共施設の利用制
限等の措置が取られ、市民相互利用交流者数が
少なかったため。

期間

R2実績

１０．人や国
の不平等を

なくそう

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

C

新型コロナウイルスの影響で、公
共施設の利用制限等の措置が取
られ、市民相互利用交流者数が少
なかったため。

685千円

①86施設

②8部会

R3目標 R3実績

R4目標

R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

R2目標

所沢市、飯能市、狭山市、入間市、日高市の５市で組
織する埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラ
ン）について、構成市の連携・交流を深め、広域的な
行政課題への取組みを推進する。
具体的な取組み内容としては、公共施設の相互利用
や施設間のネットワーク化、交通網整備など、圏域住
民の利便性や交流を図る。また、イベント等により構
成５市の連携を促進する。

0.39 人 550,000人

R3正規職員
人件費

0.26 人

0人
会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析
ダイアプラン推進事業

根拠法令

- 723千円 172千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

「第３次埼玉県西部地域まちづくり構想・計
画」を策定した。
新型コロナウイルス感染症の状況に応じ
て、書面による会議の実施、視察の中止
等、柔軟に対応し感染防止を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

R2目標 R2実績

重要 自治事務

743
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加 723千円

R3予算現額



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　井上　大樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　井上　大樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　井上　大樹

99.903%100.0%

①全庁ネットワークの正常稼働
率

②統合仮想化基盤の正常稼働
率

R3目標

R2実績

100.0%

R2決算額

162,519千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

R2予算現額

99千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①受講者数

目標達成済

R2実績

会年職
員等

0人
0.20 人

R3決算額（見込み）

0.35 人 R4目標

198千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

82千円

R3予算現額

R3その他職員
従事割合

目標達成済4

会年職
員等

0人

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

0人

8,382千円

R3正規職員
人件費

R2決算額

0千円

0人

R2予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①AI-OCR

②4

③517

導入ツール・活用所属数を拡大していく。

R3年度～ 2,793千円 8

AI・RPA等の技術を活用し、事務効率を向上させ、職
員が「職員でなければ遂行できない業務」に時間を振
り向けることができるようにする。

0.00 人

3

0千円

─

R3目標

R3正規職員
人件費

─
ＡＩ等技術推進事業

根拠法令

- 1,958千円

事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,289千円

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析
R2正規職員
人件費

0千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2実績

①導入ツール

②活用所属数

③削減効果時間（算出可能なも
の）

AI等技術の活用所属数
（全所属で利用できるツールを除く）

AI等を積極的に活用できる所属・人材を増やし、
DX推進の基盤を作っていく必要があるため、活用
所属数を指標とする。

R2その他職員
従事割合

A

当初予定になかった所属での活用
も臨機応変に対応できたため。

R3年度に改善した点 ９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

特になし。

どのように貢献したか

AI等を活用し、業務効率を
向上させた

744

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先

期間

どのように貢献したか

多くのサーバを集約化する
ことにより消費電力等の削
減に貢献した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

マイナポイント支援を行うこ
とで、マイナンバーカードや
キャッシュレス決済の普及
を促進し、DXの基盤構築
に繋がる。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

受講者の技術習得に貢献
した。

事業の目的及び具体的な内容

10.0%

R4目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

743
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

マイナンバーカード新規取得者等に最大20,000 円相
当のポイントを付与する国のマイナポイント事業につ
いて、申込みを自身で行うことが困難な市民のため、
派遣職員等により申込手続に係る各種支援を実施す
るものである。

マイナポイント設定支
援事業

目標設定の考え方・根拠

年度内のマイナポイント予約・申込支援実施率(支
援件数/カード交付枚数)の平均

マイナポイントの申し込みを希望する市民に支援
を行うことが目的であるため、マイナンバーカード
を新たに取得した市民に対して、どのくらいマイナ
ポイント予約・申込支援を行ったかを目標として設
定した。

R2目標

-

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円最優先

マイナポイントの申し込みは市民自身で実施する
ことも可能であり、必ずしも市の支援を受ける必要
はないため。

10.0%

0千円

①全庁における総支援件数

今後の国の動向に注視し、適切な支援体
制を継続していく。

7.5%

5,687千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析
A

目標については未達成であった
が、概ね近い数字となっている。ま
た、R4年1月からは、マイナポイント
設定支援の特設窓口を開設し、よ
り手厚く支援ができるよう体制を構
築した。

R3年度に改善した点

マイナポイント第2弾の実施が示され、支援
実施の需要が増加することが見込まれた
ため、特設窓口を設けることとした。

R3年度～ 4,948千円

自治事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

根拠法令

①3,686

R3目標 R3実績

-

期間 0.62 人

0.00 人 -

-

ＩＣＴ人材育成研修事
業

根拠法令

1,634千円

事業の目的及び具体的な内容

ＩＣＴの活用は不可欠であり、そのためには、事務処理
ソフトの実践的な利活用を進め、効率的な事務改善
につなげていくことが必要である。
今後も、効率的・効果的に行うため、個人の習熟度に
応じて自由な時間に学習を進められる柔軟性のある
ｅ－ラーニングを実施していく。

指標名

100.0%

S63年度～ 3,431千円 100.0%

0.43 人 R4目標

一
般

事業の種別

全員が受講を無事完了し、当初の
目標を達成することができたため。

R3年度に改善した点

受講完了率
受講者のうち研修期間内に最後まで完了した者の
割合を指標とする。

・開催回数を1回から2回に増やした。（受講
実績：令和2年度23人→令和3年度33人）
・受講メニューを増やした。（マクロVBA関
係を追加）

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

受講者数33名に対し、申込者が79名だっ
たため、受講可能な人数を増やすなどの
検討が必要である。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

- 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①33名

R3実績

100.0%

期間

100.0%

R3目標

203千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤の安定的な
運用が目的であるため、稼働率を指標とする。目
標値はネットワークが停止しないことを目標とする
ため100％とする。なお、天災に起因するネット
ワーク停止は除く。

R3正規職員
人件費

10,210千円

引き続き安定的なネットワーク運用を行っ
ていくとともに、全職員に対しループ配線等
の誤接続を防ぐための周知を行う。

A

安定的な運用を行うことができ、概
ね目標を達成することができたた
め。

休日出勤した職員によるネットワーク機器のルー
プ発生について、休日明けに対応した障害対応案
件が3件あったため、ネットワーク停止時間が186
時間となった。

全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤の正常稼
働率

事務室配置換えなどに伴いループが起こ
りやすくなる年度末等の時期に合わせて、
ループ接続に関する注意喚起のインフォ
メーションを行った。

162,519千円

R3その他職員
従事割合

0人
会年職
員等

16,359千円

自治事務

根拠法令

-

100.0%

R2目標

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

期間 2.05 人 R4目標

H8年～ 100.0%

年間を通して、全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤
の安定的な運用管理を行うため、ネットワークの監視
やネットワーク機器、サーバ機器等の障害対応など、
常駐ＳＥと連携しネットワーク及び統合仮想化基盤全
体の運用保守を迅速かつ的確に行う。

99.493%

R3実績

①99.806%

②100%

全庁ネットワーク及び
統合仮想化基盤運用
管理事業 1.25 人

162,519千円法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

162,519千円

R2正規職員
人件費

- 法定受託＋附加

744

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

744

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

デジタル戦略課　井上　大樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　細田　和彦

期間 1.00 人
会年職
員等

0人
R4目標

H15年～ 7,980千円 100.0%

情報資産に関する脅威や対処方法等を研修などから
職員一人ひとりに理解してもらい、セキュリティ意識を
向上させる。また、情報セキュリティ監査を行い（平成
28年度から）、セキュリティレベルの向上を図る。

情報の適正な取り扱いによ
り、個人の権利や利益を保
護する。

A

フォローアップ監査を実施した結
果、令和3年度情報セキュリティ監
査で検出された監査事項10項目の
全てについて、被監査部門が講じ
た改善・是正措置が有効であること
が確認された。

R3年度に改善した点

情報セキュリティ監査基本計画に基づく実
施計画を策定し対象システムの監査を実
施し、その後、フォローアップ監査を実施し
た。

どのように貢献したか

0.66 人
会年職
員等

0人
100.0%

R3実績
継続して情報セキュリティ監査及びフォ
ローアップ監査を実施することで「所沢市
情報セキュリティポリシー」や各実施手順
等について、遵守状況の確認及び周知・徹
底を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

- 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

- 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

744

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

情報セキュリティ対策
推進事業

根拠法令 R3予算現額

5,391千円

R2決算額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

令和4年度末までに全国民へ個人番号カードが行き渡る
ことを想定して策定された交付円滑化計画をもとに、令
和3年度の目標値を設定した。しかし、マイナポイント第1
弾の終了以降は申請件数が伸びず、交付件数も減少し
た。
本カードは地域のデジタル化の基盤となるツールである
が、その利便性について理解を得られていないことも、
未達成の要因と考えられる。
このため、申請サポートに併せて、本カード取得による
利便性の周知を関係部署と連携し図っていく必要があ
る。

R2目標

会年職
員等

25人

会年職
員等

42人

47,056件

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析

フォローアップ監査における、情報セキュリティ監
査による指摘事項・観察事項の改善率
（指摘事項改善件数＋観察事項改善件数）　／
（指摘事項件数＋観察事項件数）

会年職
員等

0人

224,423千円

181,756千円

9,975千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標
①研修受講職員数344人

②監査対象：１システム・6所属

③監査対象：１システム・2所属

①情報セキュリティ研修会
②令和３年度情報セキュリティ
監査
③令和２年度情報セキュリティ
監査の結果に基づくフォロー
アップ監査 R2目標

100.0%

目標達成済

R2実績

情報セキュリティ監査による指摘事項・観察事項
の総件数に対し、フォローアップ監査において改善
が確認された件数の割合を指標とする。

100.0%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0%

どのように貢献したか

デジタル社会の実現には個人
本カードが必須であり、多くの
市民にカードを交付すること
で、デジタル社会の実現に向
けた貢献ができている。

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

個人情報を適切に取扱うこ
とで、公正で信頼される市
政の推進に寄与した。

所沢市個人情報保護条例、所沢市個人情報保護条例施行規則、所沢市情報公開・個人
情報保護審議会条例、所沢市特定個人情報の安全管理に係る基本方針、所沢市特定個
人情報の保護に関する取扱規程

事業の目的及び具体的な内容

事業の目的及び具体的な内容

45,251千円

595千円

指標名

745
市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

個人情報保護制度推
進事業

重要 自治事務 法定受託事務

H13～

A

個人情報開示請求は年間50～100
件程度で推移している中、不服申
立は1件生じており、目標は達成さ
れていない。このため、成果指標で
の目標値には達しなかったもの
の、不服申立から審査に至る手続
については、適正な対応ができて
いると考える。
また、関係業務を担当する職員に
対しては、外部講師による個人情
報保護制度に関する研修のほか
内部講師による研修を併せて実施
するなどして、知識の習得と意識の
向上を図っている。

R3年度に改善した点

①個人情報開示請求等

②個人情報取扱事務届出書

開示請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数×100）

個人情報開示請求に対して適正な対応や丁寧な
説明を行うことで、不服申立が生じる可能性は低く
なると考えられることから、指標とした。

職員向けの庁内新聞において、個人情報
保護制度の改正と起案用紙の情報公開欄
の要点を解説し、各所属が個人情報等を
適切に取扱うよう周知・啓発した。

R2目標 R2実績

1.6%

目標設定の考え方・根拠R2予算現額 R2決算額

183千円

1.11 人 0.0% 0.0%会年職
員等

589千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,066千円

①64件

②1,050件

R3目標 R3実績 個人情報保護に関する研修・啓発により職
員の資質向上を図るとともに、特定個人情
報取扱点検・監査等を実施することで、適
正管理を推進する。
また、令和5年4月に予定されている制度改
正に向け、事業の目的を達成できるよう条
例制定等を整備する。0.0%

開示請求を却下した事案について不服申立てが1
件あったため目標値には未達成となった。

R4目標

0.0%

期間 1.25 人

法定受託＋附加

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

206千円

一
般

番号法、住民基本台帳法

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

178,807千円

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

指標名

7.60 人

事業の種別

213,555千円

市の保有する個人情報の適正な取扱を図り、個人の
権利や利益の保護と公正で信頼される市政の推進を
目的とする。
内容としては、個人情報開示請求等の相談と受付、
個人情報の取扱状況の把握及び出前講座や研修を
通じて、市民や職員への個人情報保護制度の周知を
図っている。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加優先

目標設定の考え方・根拠

745
市民
課

実施計画ランク

個人番号カード交付
事業

R3実績R3目標

35,311件

113,000件

203,584件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み39,486件

R3年度に改善した点

R4目標

①個人番号カード申請件数

②個人番号カード交付件数

③個人番号カード受領枚数

個人番号カード交付件数
個人番号カードの交付が事業の目的となっている
ため交付件数を指標とする

マイナポイント第1弾終了後、減少していた
申請件数の拡大を図るため、新型コロナウ
イルス感染症の感染状況を勘案しながら、
2年ぶりに各まちづくりセンターにおいて申
請サポートを行った。

C

本カードの交付件数については、
目標値を達成できなかったため、
今後は交付率の高い自治体などの
対策を参考に研究していく。
市民への本カードの交付業務につ
いては、昨年度、会計年度任用職
員を増加したことから、滞りなく行え
た。

根拠法令

期間

5.54 人

H27～ 60,648千円

税分野・社会保障分野・災害時における手続に必要
な個人番号と本人確認が1枚でできる書類として、希
望する市民に対し個人番号カードの交付を行うもので
あり、コンビニエンスストアにおける証明書交付サー
ビスなど市民サービスの向上に寄与する。なお、国は
デジタル社会の早期実現のため、令和4年度末にほ
とんどの住民の本カード保有を想定している。

①36,175件
②47,056件

③42,217件

各まちづくりセンターにおける申請サポート
や市内企業への出張受付などを行うととも
に、併せて関係各課と調整し、本カード取
得による利便性の周知を図るなど、申請件
数の拡大に努めていく。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

□ ■ □

実績

評価者

収税担当参事　大野　義彦

項目名

□ ■ □

実績

評価者

収税担当参事　大野　義彦

項目名

□ ■ □

実績

評価者

収税担当参事　大野　義彦

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

ショートメッセージサービスによ
る催告件数

現年度における市税の収納率

会年職
員等

0人

601千円

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

452千円

R3予算現額

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

1.25 人

①557件

②3,740件

③23,996件

R3実績

R3正規職員
人件費

会年職
員等

0人

①モバイルレジ利用件数

②モバイルレジクレジット利用件
数

③電子マネー利用件数

R2予算現額 R2決算額

3,769千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

41,712千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2実績

①測量

②不動産鑑定

③公募入札

41,356千円

R3予算現額

会年職
員等

1人

会年職
員等

0人

0.90 人

R2予算現額 R2決算額

924千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

896千円

5,288千円

R3目標

当該事業は、キャッシュレス納付サービスの導入
により、納付方法の拡充および納税者の利便性の
向上を目的とする事業である。このため、全体の
収納額のうちキャッシュレス納付が占める割合を
指標とし、目標値としては、前年より増やすことを
目標としたい。

法定受託事務

R2その他職員
従事割合

10,210千円

R2～

（目的）キャッシュレス決済の導入に伴う納付方法の
拡充と納税者の利便性の向上
（具体的な内容）
モバイルレジ、モバイルレジクレジット、電子マネー
（LINE Pay、ＰａｙＰａｙ、d払い、au PAY、J-Coin Pay）
による市税の収納

優先 自治事務

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

15,162千円

H２２年～

法定受託＋附加

どのように貢献したか

未利用地を売却することで財
源を確保し、合わせて毎年の
維持管理費を削減した。また、
今後は市の税収となることで、
市の財源確保に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

752
収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

納税環境整備事業

R3年度に改善した点 １１．住み続
けられるまち

づくりを

R2目標 R2実績

キャッシュレス納付利用率（市税・国民健康保険
税）
※キャッシュレス納付利用率＝キャッシュレス納
付による収納額/市税・国民健康保険税収納額

当初の納税通知書へのチラシ同封、市ＨＰ
および広報折込チラシ（１２月号）にて、
キャッシュレス納付サービスの開始を周知
し、納税方法の拡充および利便性の向上
についてＰＲに努めた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

根拠法令

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市税
条例、所沢市国民健康保険税条例

0千円

納付方法のひとつとして、納税者へ認知さ
れ、活用されるよう、市ＨＰまたは広報折込
チラシを活用し、ＰＲに努める。

どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

- 0.009%

目標達成済

2.0%

目標達成済

R2目標

2.72% 様々な納付方法を提供し
利便性を高めることで、税
収増を目指し、市の財源を
確保している。

期間 1.90 人 R4目標

1.0%

A

前年度より導入したキャッシュレス
納付サービスについて、当初の納
税通知書発送時にチラシを同封
し、令和３年１２月よりさらに納付方
法を拡充したことに伴い、広報折込
チラシでＰＲしたことで、利用状況
の拡大について目標どおり達成で
きた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

自治事務 法定受託＋附加

（目的）市税、国民健康保険税の滞納整理事務の効率化及
び、収納率の向上
（具体的な内容）
ショートメッセージサービスによる催告の実施

期間

法定受託事務

収納率向上対策事業
（ＳＭＳ催告）

根拠法令

１１．住み続
けられるまち

づくりを

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

Ｒ３年度における目標値および実
績を比較した結果、事業目的とす
る「現年度における市税の収納率
向上」という点において、一定の効
果があったものと考えている。

R3年度に改善した点

どのように貢献したか

業務を委託し、滞納整理に
かかる人員を確保すること
で税収増を目指し、市の財
源を確保している。

従前より行っている自動音声電話催告に
加えて、後からでも未納者が携帯電話で
メッセージ内容を確認できるＳＭＳによる催
告を実施することにより、納税者にとって印
象的かつ効果的な催告となるよう、工夫し
た。

R3目標 R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

事業を通じて、現年度における市税の収納
率が、引き続き高い水準で維持できるよ
う、働きかけに努める。

602千円

事業の目的及び具体的な内容

優先 当該事業は、ショートメッセージサービスによる勧
告の実施により、市税の納め忘れを防ぐことを目
的とする事業である。また現年度における滞納を
中心に勧告することで、過年度における滞納を未
然に防ぐことを目的としていることから、現年度に
おける市税の収納率を指標とする。目的値として
は、前年より下がらないことを目標としたい。

99.00% 99.15%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

452千円

どのように貢献したか

99.00% 99.35%
期限内納付を推進すること
で、税収増を目指し、市の
財源を確保している。

R4目標

R2～ 6,384千円 99.00%

752
収税
課

0.80 人

6,943千円

0.85 人

①6,561件（発信件数）

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市税
条例、所沢市国民健康保険税条例

法定受託＋附加 1,328千円優先 自治事務

過去に入札を行ったが、応札なしの物件も
いくつかあるので、市場の動向も注視しな
がら、計画的な売却を行っていく。

1,235千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み3件

予定通りのスケジュールで売払い
を実施した。

目標設定の考え方・根拠

R4目標

752
管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

所沢市財産規則、所沢市普通財産売払要綱

根拠法令

公有財産のうち、今後、利活用が見込めない未利用
地について、財源確保のため公募により売却するも
のである。

用地の売却をもって業務完了となることから、売却
実績を指標とした。

R2目標

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点

1件 1件

指標名

売却実績

0件

R3実績
①実施済（1件）

②実施済（1件）

③実施済（1件）
10,374千円

期間

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

市有財産活用事業

752
収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

市税収納管理等委託
事業

事業の目的及び具体的な内容

（目的）定例業務の委託化に伴う滞納整理担当職員
の確保と、収入額の増加及び収納率の向上。
（具体的な内容）
①収納情報の消込業務及び還付充当処理
②口座情報の登録及び廃止業務
③滞納整理に付随する調査業務
④上記業務に付随する事務処理

H３０～

根拠法令

指標名

R2目標

7,351千円 R3目標

1件

12,768千円

1.70 人

900件/人

R2予算現額 R2決算額

定例業務の内容や運用の見直し
等、来年度(令和4年度)からの運用
にむけた準備の進捗については、
概ね順調であったと考えている。
また事業目的とする、定例業務の
効率化ならびに滞納整理担当職員
の確保・増強という点において、一
定の効果があったものと考えてい
る。

A

R2実績

R3実績

1.30 人

R3年度に改善した点

当該事業は、定例業務の委託化・滞納整理担当
職員の確保を通じて、きめ細やかな滞納整理の推
進および市民対応を目的とする事業である。この
ため、職員１人あたりが担当する件数を指標とし、
目標値としては、前年より減らすことを目標とした
い。

委託化した業務の処理状況をこまめに管
理しながら、定例業務の運用について見直
しに取り組むことで、事務処理の質や処理
速度の向上を図るとともに、令和4年度以
降における安定的な事務運営にむけた体
制の確立を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

委託した事務の効率的かつ安定的な運用
を目指すとともに、滞納整理担当職員を確
保し、きめ細やかな滞納整理の推進と収納
率の向上を図る。

目標達成済

これまでの指名競争入札による測量業務
委託から、公共嘱託登記業務委託へ変更
したことにより、時間の短縮と費用の軽減
を図ることができた。

目標設定の考え方・根拠

A

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 41,356千円

担当件数（市税・国民健康保険税）
※担当件数＝滞納整理処分対象件数／滞納整
理担当職員数

889.0件/人

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市税
条例、所沢市国民健康保険税条例

41,712千円

①口座振替関連補助業務処理
件数

②収納管理関連業務処理件数

③滞納整理関連業務処理件数

13,886千円

1100件/人 1070.43件/人

①1,106,513件

②780,456件

③9,454件

R3目標

期間 1.60 人 R4目標

1000件/人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆
0人

0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①令和3年度分改修工事範囲
予定改修工事範囲実績

目標達成済

0.45 人

会年職
員等

0人
R3目標 R3実績

①令和3年度分改修工事実施
済

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

11,435千円

会年職
員等

0人

R2実績

R3実績

R2予算現額 R2決算額

24,509千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

23,394千円

24,509千円

R3目標値が未達成の理由・分析

①90,882千円

②2,655,017kWh

18,786千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

1人
2.23 人 R4目標

R2予算現額 R2決算額

256,622千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人
0.52 人

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

715,675.08㎡(H29)以下

R2目標

会年職
員等

0人
716,803.56㎡

R2予算現額 R2決算額

4,483千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,172千円1,198千円

5.0%

250,456千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

S６１年～ 17,795千円

事業の目的及び具体的な内容

「ところざわ未来電力」を通
じた環境に優しい電力の利
用で二酸化炭素排出量の
削減に大きく貢献した。5.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

5.0%
来庁者が気持ちよく庁舎を利用していただ
けるよう、市民サービスの維持・向上を図り
ながら、省エネ・省資源に向けた管理運営
に取り組んでいく。

12.0%

R3目標 R3実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

平成２２年度と比較した年間電力使用量削減率
（２２年度年間電力使用量　3,029,809ｋWｈ）

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

A

夏期・冬期における節電の取り組
みにより、環境負荷の削減に努め
た。

R3年度に改善した点

本事業は、庁舎の効率的かつ効果的な運用を行うこ
とで、安全かつ快適な施設の運用を図るものである。

目標設定の考え方・根拠

どのように貢献したか

夏期・冬期における節電の取り組みによ
り、環境負荷の削減に努めた。

R2目標

目標達成済

①公共料金の支払料金
　（電気・ガス・上下水道・電話）

②電力使用量

庁舎年間電力使用量の削減

754
管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

市庁舎管理事業

期間

優先 自治事務

どのように貢献したか

「環境配慮事項等伝達書」
に基づき、再資源資材の活
用や安全安心な労働環境
の促進に努めた。

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

どのように貢献したか

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

754
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

公共施設マネジメント
推進事業

法定受託事務 法定受託＋附加 5,866千円自治事務

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進める。

4,574千円

期間

事業の目的及び具体的な内容

0.56 人

１１．住み続
けられるまち

づくりを―

目標設定の考え方・根拠

B

「所沢市公共施設長寿命化計画」
に基づく複合化の実施時期に到達
していないため、総面積の設定目
標は達成していない。
公共施設等総合管理計画の改訂
及び公共施設長寿命化計画の策
定を実施し、「公共施設の総量適
正化」に向けて計画的なマネジメン
トを実践していく。

R3年度に改善した点

①長寿命化改修に向けた先進
自治体視察及びアンケート

②日常点検の実施

根拠法令

R2実績

公共施設の総面積
公共施設等総合管理計画に掲げる「公共施設の
総量適正化」の状況を測るため、公共施設（インフ
ラを除く）の総面積を指標とする。

不具合箇所を早期に発見し、維持管理費
の縮減に繋げるために、施設所管課が年
に１度、施設の日常点検を行う運用を開始
した。

「所沢市公共施設長寿命化計画」に基づく複合化
の実施時期に到達していないため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

どのように貢献したか

公共施設を計画的にマネ
ジメントし、市民に安全に利
用してもらうことで、住み続
けられるまちづくりに貢献し
た。

①3件

②395件

R3目標

「所沢市公共施設長寿命化計画」に基づく
長寿命化改修に向けた準備を進めていく。

715,675.08㎡(H29)以下 718,037.74㎡

R4目標

H23年度～

優先

10.0%

法定受託＋附加

根拠法令

2.30 人

法定受託事務 法定受託＋附加 257,276千円

指標名

指標名

754
管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

754
管財
課

実施計画ランク

-

市庁舎修繕事業

事業の種別

一
般

インフラ長寿命化基本計画、所沢市公共施設等総合管理
計画、所沢市公共施設長寿命化計画

715,675.08㎡(H29)以下4,150千円

R3実績

所沢市庁舎管理規則 251,980千円

R2実績

R2正規職員
人件費

指標名

老朽化の度合いを考慮しつつ、予
算の範囲内で効率的修繕・工事を
実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

B

自治事務 法定受託事務

40件 33件

目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

修繕必要条件における達成件数
特になし。

①8件

②7件

③12件

1.40 人

事業の目的及び具体的な内容

①建築・衛生・厨房設備修繕件
数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

①建築・衛生・厨房設備修繕件数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

R2目標

23,443千円

　本事業は、市庁舎施設の老朽化に伴う設備の不具
合箇所等を改善し、建物・空調・機械・電気・衛生設備
等の設備性能を維持改善することにより、来庁者や
職員の安全確保、快適性や執務環境の向上・充実を
図るため、市庁舎の修繕を行うものである。

R3目標
多くの市庁舎設備は寿命（２０～２５年）を
超過し、故障続発や保守部品の入手困難
などにより修理に多くの時間を要す状況で
あることから、今後は関係各課と調整し、
設備本体の更新を図っていく。

40件 27件

40件

計画的に行っている修繕とは異なり、突発的に発
生した修繕に多額の費用がかかったため。

R4目標期間 0.98 人

最優先

S６３年～ 7,820千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0.00 人

所沢市公共施設長寿命化計画 127,105千円

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

２ヵ年目においても、安全かつ適切な改修
工事を行なっていく。

A

本件は２ヵ年継続事業のため、令和4年度改修工
事分をもって当該事業の完了となることから、令和
3年度内改修工事の予定範囲を指標とした。 特になし。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点

各所属の業務・行事に影響を与え
る場合もあるが、影響を最小限に
止めながら予定された3年度分の
改修工事は適切に実施された。

50.0% 50.0% 「環境配慮事項等伝達書」
に基づき、再資源資材の活
用や安全安心な労働環境
の促進に努めた。

-

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標

期間

R3年度～R4年度 3,591千円 100.0%

市庁舎施設整備事業
（自動昇降機改修工
事）

0千円

-

R2実績

本事業は老朽化する公共施設について、所沢市公共施設
長寿命化計画に基づいて計画的に整備し、公共施設の安
全上適正な管理を図るものである。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R3)

成果

成果指標

所属
名称

事業概要（全体）
投入コスト

会
計

総合
評価

評価
理由

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード

現状の課題

経費

事務事業名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

営繕担当参事　森田　幸夫

0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

18,786千円

R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額

会年職
員等

0人

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

公共建築物の修繕を財政
負担の平準化を図りながら
計画的に進めた。

期間

建築物については、建築後３０年を経過すると急激に劣化
が進行するとされており、所沢市の公共建築物においても
築後３０年を経過するものが増加していくことを踏まえ、建
築物の劣化が進行する前の予防保全に取り組むため平成
１８年度に「所沢市公共建築物修繕計画」を策定し、その後
令和３年度には「所沢市公共施設長寿命化計画」に内容を
継承し「予防保全計画」として統合された。この予防保全計
画により、建築物の修繕を計画的に進行管理し、単年度に
修繕工事が集中する事態を避けて財政負担を平準化する
とともに、既存建築物の延命化を図り有効活用していく。

法定受託事務

2.00 人

自治事務

754
営繕
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

公共施設長寿命化計
画に基づく予防保全
計画推進事業

重要

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

建築基準法

R3年度に改善した点

対象施設の築年数や修繕後の経過年数及び老朽
度、市の財政状況を勘案し、関係各課と協議を行
い、目標を設定する。

対象施設の老朽度による工事の優先順位
や市の財政状況を勘案してＲ3年度目標の
工事予定件数を見直した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

所沢市公共施設長寿命化計画に統合され
たことで、施設の統廃合や、長寿命化改修
（大規模改修）の予定も勘案した計画策定
が必要となっていく。このため、これまで以
上に経営企画課や施設所管課との協議、
連絡を密に取っていく。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

R2目標

A

成果指標の目標値を達成した。

予防保全計画に基づく工事実施件数

2.30 人 16件

指標名

①予防保全計画に基づく工事
予定件数

②予防保全計画に基づく工事
実施件数

③

13件

0千円

0千円

18件

18件 18件

R2実績

R3目標

R4目標

H18～ 15,960千円

①18件

②18件

R3実績

法定受託＋附加

会年職
員等

0人


